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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　有底状の容器と、前記容器を収納する本体と、前記容器を覆う蓋体と、前記容器を加熱
する加熱手段とを備え、前記容器をシールするシール体を備えた炊飯器において、
　前記容器に前記シール体をシールさせると共に、前記シール体が当接する凸部を前記容
器に設け、この凸部に凸量が異なる部分を形成し、
　前記容器の位置を規定する位置決め手段を設けたことを特徴とする炊飯器。
【請求項２】
　前記本体と前記蓋体の後方に回転軸を備えたヒンジ部を設け、このヒンジ部は、前記回
転軸により前記本体と前記蓋体とを軸支して、前記本体に対し前記蓋体を開閉自在にする
ものであり、
　前記位置決め手段は、凸量の小さい部分を前記ヒンジ部に位置させるものであることを
特徴とする請求項１記載の炊飯器。
【請求項３】
　前記容器の外側に、前記容器の内面に向かう凹部を設けない構成としたことを特徴とす
る請求項１または２記載の炊飯器。
【請求項４】
　前記容器の外側に延出するフランジを、当該容器に形成し、このフランジを載置する載
置部を前記本体に取付け、前記載置部と前記本体との間に回り止め部材を設けたことを特
徴とする請求項１～３のいずれか一つに記載の炊飯器。
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【請求項５】
　前記載置部に前記フランジを加熱する手段を設けたことを特徴とする請求項４記載の炊
飯器。
【請求項６】
　有底状の容器と、前記容器を収納する本体と、前記容器を覆う蓋体と、前記容器を加熱
する加熱手段とを備え、前記容器をシールするシール体を備えた炊飯器において、
　前記容器に前記シール体をシールさせると共に、前記シール体が当接する凹部を前記容
器に設け、この凹部に凹み量が異なる部分を形成し、
　前記容器の位置を規定する位置決め手段を設けたことを特徴とする炊飯器。
【請求項７】
　前記本体と前記蓋体の後方に回転軸を備えたヒンジ部を設け、このヒンジ部は、前記回
転軸により前記本体と前記蓋体とを軸支して、前記本体に対し前記蓋体を開閉自在にする
ものであり、
　前記位置決め手段は、凹み量の小さい部分を前記ヒンジ部に位置させるものであること
を特徴とする請求項６記載の炊飯器。
【請求項８】
　前記容器の外側に、前記容器の外方に突出する凸部を設けない構成としたことを特徴と
する請求項６または７記載の炊飯器。
【請求項９】
　前記容器の外側に延出するフランジを、当該容器に形成し、このフランジを載置する載
置部を前記本体に取付け、前記載置部と前記本体との間に回り止め部材を設けたことを特
徴とする請求項６～８のいずれか一つに記載の炊飯器。
【請求項１０】
　前記載置部に前記フランジを加熱する手段を設けたことを特徴とする請求項９記載の炊
飯器。
【請求項１１】
　前記容器の凹部に対向して、前記容器を加熱する手段を設けたことを特徴とする請求項
９記載の炊飯器。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、蒸気シール構造を備えた安全性の高い炊飯器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　この種の炊飯器は、容器を本体に収納自在とし、加熱手段により容器を加熱して炊飯を
行なうものが一般的である。炊飯器の蓋体には、容器内の被炊飯物から発生する水蒸気や
沸騰水などが漏れないように、容器をシールするためのシール体を設け、蓋体に設けた所
定の蒸気排出部である蒸気排出機構から蓋体の外部へと蒸気を放出する構造となっている
（例えば特許文献１）。
【０００３】
　前記シール体は蓋体と一体としてもよいが、炊飯の度に蒸気や炊飯時に発生するオネバ
などが付着することから、炊飯終了時に容器を清掃できる炊飯器が主流となっている。ま
た、有底筒状をなす容器を閉塞する蓋体が、炊飯毎に汚れる箇所を容易に清掃可能とした
ものも知られている。この場合、炊飯時に容器内の被炊飯物から発生する蒸気は、容器を
閉塞する蓋体に流入し、蒸気排出機構から蓋体の外部へと排出される。
【特許文献１】特開２００３－３１０４３２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、従来の炊飯器では、蒸気排出口に異物が溜まるなどして、当該蒸気排出口が閉
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塞された場合、炊飯による容器への加熱に伴い、容器の内部圧力が上昇し、蓋体の強度や
、本体に設けた保持手段と蓋体に設けた保持手段の結合力を超えてしまうと、鍋とシール
体との密着が崩壊して、容器内の水やご飯粒等の被炊飯物が外へと飛び散る虞れがあった
。また、そのときの容器内部が沸騰に近い状態であれば、当然水は熱湯であり、安全上問
題となる。さらに、内部圧力が高ければ、その分本体の外部へ飛び散る勢いも強いので、
壁や天井などの周辺部を汚す虞れもあった。
【０００５】
　そこで本発明は上記問題点に鑑み、蒸気排出口がつまった状態等で容器の内部が加圧さ
れた場合でも、安全性の高い炊飯器を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の請求項１における炊飯器では、加熱手段により容器を加熱して、容器の内部を
加圧すると、シール体が容器の凸部や凸量が異なる部分に押し当てられ、容器と蓋体との
間をシール体によりシール保持することができる。このとき、容器の凸量が他よりも小さ
い部分では、容器内の異常加圧時に、シール体と容器との当接力よりも、シール体が容器
を乗り越えて変形しようとする力がより大きく作用し、結果的にこの部分でのみシール体
と容器との密着を容易に崩壊させることが可能になる。さらに、容器を一定の位置でしか
収納できないように位置決め手段を設けることで、容器内の異常加圧状態において、容器
から蒸気などの被炊飯物が飛び出す方向を予め特定できる。
【０００７】
　本発明の請求項２における炊飯器では、容器内部の異常加圧状態において、蒸気などの
被炊飯物が飛び出す方向である容器の凸量の小さい部分を、位置決め手段により使用者が
比較的その近傍にいることが少ない本体の後方に向けることができる。しかも、容器の凸
量の小さい部分から飛び出した蒸気などの被炊飯物を、本体と蓋体の後方に設けたヒンジ
部で受け止めることが可能になる。
【０００８】
　本発明の請求項３における炊飯器では、容器の外側に、この容器の内面に向かう凹部を
設けない構成とすることで、容器に対してゴミや汚れを溜まりにくくすることができる。
【０００９】
　本発明の請求項４における炊飯器では、容器に形成したフランジを載置する載置部と本
体との間に設けた回り止め部材が、容器の例えば上側側部で凹部に入り込むことがなく、
回り止め部材の突出量を増やさずに、容器を十分に回り止めすることができる。
【００１０】
　本発明の請求項５における炊飯器では、炊飯時に冷えやすい容器のフランジを加熱でき
、容器全体を均一に加熱することができる。
【００１１】
　本発明の請求項６における炊飯器では、加熱手段により容器を加熱して、容器の内部を
加圧すると、シール体が容器の凹部や凹み量が異なる部分に押し当てられ、容器と蓋体と
の間をシール体によりシール保持することができる。このとき、容器の凹み量が他よりも
小さい部分では、容器内の異常加圧時に、シール体と容器との当接力よりも、シール体が
容器を乗り越えて変形しようとする力がより大きく作用し、結果的にこの部分でのみシー
ル体と容器との密着を容易に崩壊させることが可能になる。さらに、容器を一定の位置で
しか収納できないように位置決め手段を設けることで、容器内の異常加圧状態において、
容器から蒸気などの被炊飯物が飛び出す方向を予め特定できる。
【００１２】
　本発明の請求項７における炊飯器では、容器内部の異常加圧状態において、蒸気などの
被炊飯物が飛び出す方向である容器の凹み量の小さい部分を、位置決め手段により使用者
が比較的その近傍にいることが少ない本体の後方に向けることができる。しかも、容器の
凹み量の小さい部分から飛び出した蒸気などの被炊飯物を、本体と蓋体の後方に設けたヒ
ンジ部で受け止めることが可能になる。



(4) JP 4137914 B2 2008.8.20

10

20

30

40

50

【００１３】
　本発明の請求項８における炊飯器では、容器の外側に、この容器の外方に突出する凸部
を設けない構成とすることで、容器に対してゴミや汚れを溜まりにくくすることができる
。
【００１４】
　本発明の請求項９における炊飯器では、容器に形成したフランジを載置する載置部と本
体との間に設けた回り止め部材が大きくなることを抑制しつつ、この回り止め部材により
容器を十分に回り止めすることができる。
【００１５】
　本発明の請求項１０における炊飯器では、炊飯時に冷えやすい容器のフランジを加熱で
き、容器全体を均一に加熱することができる。
【００１６】
　本発明の請求項１１における炊飯器では、炊飯時に冷えやすい容器の凹部周辺を加熱で
き、容器全体を均一に加熱することができる。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明の請求項１によれば、蒸気排出口がつまった状態等で容器の内部が加圧された場
合でも、特定の方向から蒸気などを含む被炊飯物を飛び出させることが可能であり、さら
に容器から蒸気などの被炊飯物が飛び出す方向を予め特定でき、炊飯器としての安全性を
より高めることができる。
【００１８】
　本発明の請求項２によれば、蒸気などの被炊飯物が飛び散って使用者に触れたり、他の
電気製品などに当たることを抑制し、また確実に防止できる。
【００１９】
　本発明の請求項３によれば、容器に対してゴミや汚れを溜まりにくくすることで、清掃
性の向上を図ることができる。
【００２０】
　本発明の請求項４によれば、コスト上昇を回避しつつ、使い勝手のよい炊飯器を提供で
きる。
【００２１】
　本発明の請求項５によれば、容器全体を均一に加熱することで、炊飯性能や保温性能を
向上させることができる。
【００２２】
　本発明の請求項６によれば、蒸気排出口がつまった状態等で容器の内部が加圧された場
合でも、特定の方向から蒸気などを含む被炊飯物を飛び出させることが可能であり、さら
に容器から蒸気などの被炊飯物が飛び出す方向を予め特定でき、炊飯器としての安全性を
より高めることができる。
【００２３】
　本発明の請求項７によれば、蒸気などの被炊飯物が飛び散って使用者に触れたり、他の
電気製品などに当たることを抑制し、また確実に防止できる。
【００２４】
　本発明の請求項８によれば、容器に対してゴミや汚れを溜まりにくくすることで、清掃
性の向上を図ることができる。
【００２５】
　本発明の請求項９によれば、コスト上昇を回避しつつ、使い勝手のよい炊飯器を提供で
きる。
【００２６】
　本発明の請求項１０によれば、容器全体を均一に加熱することで、炊飯性能や保温性能
を向上させることができる。
【００２７】
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　本発明の請求項１１によれば、容器全体を均一に加熱することで、炊飯性能や保温性能
を向上させることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２８】
　以下、添付図面を参照しながら、本発明における炊飯器の好ましい各実施例を説明する
。
【実施例１】
【００２９】
　まず、図１５に基づき、本発明の一例である炊飯器の構成について説明する。この炊飯
器の構成は、鍋の形状を除いて、以下に説明する各実施例に共通するものである。
【００３０】
　同図において、１は炊飯器の外郭をなす本体で、この本体１は、その上面と上側面を構
成する上枠２と、側面を構成するほぼ筒状の外枠３とにより形成され、外枠３の底部開口
を覆う底板４が設けられている。そして、上枠２や底板４は、ＰＰ（ポリプロピレン）な
どの合成樹脂で形成される一方で、外枠３は清掃性や外観品位を向上させるために、例え
ばステンレスなどの金属部材で形成される。また、上枠２の上面内周部から一体に垂下さ
せて形成されるほぼ筒状の鍋収容部６と、この鍋収容部６の下面開口を覆って設けられ、
ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）などの合成樹脂で形成される内枠８とにより、後
述する鍋11を収納する有底筒状で非磁性材料からなる鍋収容体９が形成される。
【００３１】
　前記鍋収容体９内には、米や水などの被炊飯物を収容する有底筒状の鍋11が着脱自在に
収容される。この鍋11は、熱伝導性のよいアルミニウムを主材料とした鍋本体12と、この
鍋本体12の外面の側面下部から底面部にかけて接合されたフェライト系ステンレスなどの
磁性金属板からなる発熱体13とにより構成される。鍋11の側面中央から上部に発熱体13を
設けないのは、鍋11の軽量化を図るためである。あるいは、アルミニウムやステンレスな
どの異種金属を多層に接合させたクラッド材で、後述する形状の鍋11を形成してもよい。
また、鍋11の上端周囲には、その外周側に延出する円環状のフランジ部14が形成されてい
る。なお、鍋収容部６の外周には加熱手段を設けない構成となっている。
【００３２】
　炊飯器の本体外観は、その上部と側部を一体化した外側枠と、当該外側枠の底部を覆う
底板で構成してもよい。また本体外観を、上部を覆う上枠と、側部と低部を一体化した底
側枠とにより構成したり、あるいは本実施例のように、上部を覆う上枠２と、側部を覆う
側枠（外枠３）と、底部を覆う底板４とにより構成してもよい。その場合、外側枠，底板
，上枠，底側枠は、いずれもＰＰなどの合成樹脂で形成されるが、側枠は上述したステン
レスなどの金属板の他に、ＰＰなどの合成樹脂でもよい。
【００３３】
　前記内枠８は、鍋11の発熱体13に対向して位置しているが、この内枠８の外面の発熱体
13に対向する側面下部および底面部には、鍋11の特に底部を電磁誘導加熱する加熱手段と
しての加熱コイル16が設けられている。そして、この加熱コイル16に高周波電流を供給す
ると、加熱コイル16から発生する交番磁界によって鍋11の発熱体13が発熱し、鍋11ひいて
は鍋11内の水や米などの被炊飯物が加熱されるようになっている。
【００３４】
　また、内枠８の底部中央部には、鍋11の底部外面と弾発的に接触するように、鍋温度検
出手段としての温度センサ21が配置され、鍋11の温度を検知し、加熱コイル16による鍋11
の底部の加熱温度を主に温度管理するようになっている。
【００３５】
　前記鍋収容体９の上端には、鍋11の側面上部、特にフランジ部14を加熱するためのコー
ドヒータ26が、鍋11のフランジ部14の下側に位置して円環状に配置されている。このコー
ドヒータ26は電熱式ヒータからなり、鍋収容体９の上端に載置するようにして取り付けら
れた熱放散抑止部材としてのヒータリング27上に保持されると共に、コードヒータ26を上
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から覆うようにしてヒータリング27に取り付けられ、かつ熱伝導性に優れた例えばアルミ
板からなる固定金具と放熱部とを兼用する金属板29を備えて、フランジヒータ30を構成し
ている。この金属板29は、炊飯器の本体１と蓋体31との隙間に対向して位置している。そ
して、前記金属板29の上面に鍋11のフランジ部14の下面が載置し、これにより、鍋11が本
体１の上枠２に吊られた状態で、鍋収容体９内に収容されるようになっている。したがっ
て、鍋11とこの鍋11が収容された鍋収容体９の上端との間における隙間がほとんどない構
成になる。しかも、鍋11のフランジ部14は、外形がコードヒータ26と同等以上の大きさに
形成されており、これにより、コードヒータ26が鍋11のフランジ部14で上から覆われるよ
うになっている。但し、図示していないが、鍋11の持ち手部（フランジ部14）は非接触に
し、部分的に隙間を形成することで、鍋11の外面に水が付着した状態で炊飯したときに、
当該隙間から蒸気が排出されるようにしてある。
【００３６】
　前記上枠２の上面には、フランジヒータ30を組み込む際に、鍋11の回り止め部材として
、弾性を有する回り止めゴム18が先に取り付けられる。これにより、鍋収容体９の上部に
おいて、回り止めゴム18が上枠２とフランジヒータ30との間に挟持される。回り止めゴム
18をフランジヒータ30に装着してから、これらの構造体を上枠２の上面に組み込んでもよ
い。これにより、フランジヒータ30により鍋11のフランジ部14を直接加熱しつつ、回り止
めゴム18が鍋収容体９内における鍋11の回転を規制することができる。
【００３７】
　因みに、フランジヒータ30の代わりに、鍋11のフランジ部14を載置する載置部全体を回
り止めゴム18で形成することも可能である。但し、その場合は鍋11のフランジ部14への加
熱ができなくなるので、鍋11の側面を加熱する別な加熱手段（鍋側面加熱手段）を設ける
のが好ましい。これにより、鍋11の上側半分を効率よく加熱することができる。
【００３８】
　前記本体１と蓋体31は、その後部においてヒンジ部32（本体ヒンジ部と蓋体ヒンジ部）
を設けている。ヒンジ部32は、より詳しくは本体１のヒンジ部である本体ヒンジ部と、蓋
体31のヒンジ部である蓋体ヒンジ部とにより構成され、これらの本体１のヒンジ部と蓋体
31のヒンジ部とを軸支する回転軸としてのシャフト33を備えており、このシャフト33に巻
装され、蓋体31に引掛けられたヒンジばね（図示せず）の力により、シャフト33を支点と
して蓋体31を開く方向に付勢している。また、上枠２の前部上側に設けられたクランプ36
に、蓋体31の前部に配置されたフック部37が係脱自在に係合することにより、前記ヒンジ
ばねの力に抗して蓋体31が閉じた状態に保持される。
【００３９】
　蓋体31は、本体１の上部、つまり鍋11の上部を開閉自在に覆うもので、その上面外殻を
形成する例えばプラスチック製の外蓋41と、外蓋41の状面開口部を塞ぐ三次元形状の金属
蓋42と、蓋体31の内面である下面を形成する蓋下面材としての放熱板43と、外蓋41および
放熱板43を結合させて蓋体31の骨格を形成する蓋ベース材としての外蓋カバー44とを主た
る構成要素としている。また、蓋体31の内面である下面には、この下面との間に所定の隙
間を形成して、前記鍋11の上部開口部を直接覆う内蓋47が着脱自在に装着される。前記放
熱板43および内蓋47はともに金属製であり、例えば、ステンレスやアルミニウムをアルマ
イトした材料からなっている。また、前記内蓋47の外周部には、前記フック部37を形成し
たパッキンベース48が固定されており、パッキンベース48と内蓋47とにより挟まれて蓋パ
ッキン49が固定されている。これにより、内蓋47と蓋パッキン49はシール保持部材である
パッキンベース48で一体化され、蓋パッキン49も内蓋47と共に蓋体31の内面に着脱可能に
設けられる。シール部材としての蓋パッキン49は、シリコーンゴムやフッ素ゴムなどの弾
性部材により環状に形成され、前記鍋11の内側上面に当接してこの鍋11と内蓋47との間の
隙間を塞ぎ、鍋11から発生する蒸気を密閉するものである。そして、蓋パッキン49におけ
る鍋11への当接部は、フランジ部14を挟んで前記コードヒータ26に対向している。
【００４０】
　パッキンベース48は、容器である鍋11の上方に位置し、鍋11のフランジ部14の内径より
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も外に広がる形状を有する。またパッキンベース48は、蓋パッキン49を取付けた状態で内
蓋47に装着されるが、このときパッキンベース48と内蓋47はねじにより固定してもよいし
、内蓋47に凸状の爪を設け、この爪を折り曲げてパッキンベース48を固定してもよい。い
ずれにせよ蓋パッキン49は、パッキンベース48と内蓋47との間で支持されることになる。
また蓋パッキン48は、本体１に鍋11を収納した時に、フランジ部14の上面あるいは内側面
のいずれか一方、または両方と密着シールする構成とし、鍋11の中心から見てフランジ部
14の内側面より外方に配置させる。
【００４１】
　また、前記蓋体31の内部にあって、放熱板43の上面には、蓋加熱手段としての蓋ヒータ
51が設けられている。この蓋ヒータ51は、コードヒータなどの電熱式ヒータや、電磁誘導
加熱式による加熱コイルでもよい。さらに前記放熱板43には、蓋体31の特に内蓋47の温度
を検知する蓋温度検知手段として、蓋ヒータ51による内蓋47の温度管理を行なうためのサ
ーミスタ式の蓋温度センサ52が設けられていている。前記蓋体31の上面中央部には、鍋11
内で発生した蒸気を外部へ放出するための蒸気口53が、蓋体31の上面側から着脱可能に取
り付けられている。また、前記放熱板43および内蓋47における蒸気口53の下方の位置には
、蒸気通過用の開口孔（蒸気排出口：図示せず）がそれぞれ開口形成されており、蒸気口
53の下端部には蒸気口パッキン54が設けられている。
【００４２】
　前記本体１の前部には操作パネル55が設けられている。この操作パネル55の内側には時
間や選択したメニューを表示するＬＣＤ56や、他にいずれも図示しないが、現在の行程を
表示するＬＥＤや、炊飯を開始させたり、メニューを選択させるためのスイッチなどを表
示基板57の表面に実装した表示部58が配設される。操作部に相当する操作パネル55はボタ
ン名などを表示するもので、電子部品である制御手段にほこりや水が付着することも防止
している。なお、操作パネル55を蓋体31の正面側に設けてもよい。
【００４３】
　61は、本体１の内部後方に設けられた加熱制御手段である。この加熱制御手段61は、加
熱手段である加熱コイル16を駆動させるための発熱素子（図示せず）を基板に備えて構成
される。この加熱コイル16を駆動する素子は、加熱コイル16の発振と共に加熱されるが、
動作状態を保証する使用条件温度を有するので、一定温度以下で使用する必要がある。そ
のために、加熱コイル16を駆動する素子は、例えばアルミニウムのような熱伝導性の良好
な材料で構成されるフィン状の放熱器62に熱的に接続され、冷却手段である冷却ファン63
から発する風を放熱器62に当てて熱を奪うことにより、使用条件温度内で素子を駆動する
ようにしている。
【００４４】
　冷却ファン63は、加熱制御手段61に取り付けられた放熱器62の下方、若しくは側部に配
置されている。また、本体１の底部若しくは側部には、冷却ファン63から発し、加熱制御
手段61に取り付けられた放熱器62から熱を奪って温かくなった風を、本体１の外部へ排出
するための孔64が複数設けられている。加熱制御手段61は製品内部すなわち本体１内に収
納されるが、鍋11の外周囲のどの位置に配置してもよい。また、本体１の底部若しくは側
部に設けた孔64も、どの位置に配置してもよい。しかし、近年は製品の小形化設計が求め
られている背景もあり、加熱制御手段61や冷却ファン63と、温かな風を排出する孔64は、
鍋11をはさんで略反対位置に配置するのが好ましい。
【００４５】
　本体１の内部には、電源プラグ（図示せず）を巻き取るためのコードリール66が設けら
れる。また67は、本体１の両側部を跨ぐように設けられた運搬用の回転可能なハンドルで
ある。上枠２の後部にはハンドル掛け部68が一体的に形成されており、ハンドル67を後方
に倒したときに、ハンドル掛け部68にハンドル67の下面が当接して、当該ハンドル67が略
水平状態に保持されるようになっている。なお、本体１とハンドル67との取付け構造は、
後ほど各実施例で詳しく説明する。
【００４６】
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　次に制御系統について、図１６を参照しながら説明する。同図において、71は前述の加
熱制御手段で、これは前記鍋温度センサ21および蓋温度センサ52からの各温度情報を受信
して、炊飯時および保温時に鍋11の底部を加熱する加熱コイル16と、鍋11の側部を加熱す
るコードヒータ26と、蓋体31を加熱する蓋ヒータ51とを各々制御するものである。特に本
実施例の加熱制御手段61は、鍋温度センサ21の検出温度に基づいて主に加熱コイル16が制
御されて鍋11の底部を温度管理し、蓋温度センサ52の検出温度に基づいて主に蓋ヒータ51
が制御されて放熱板43ひいては内蓋47を温度管理するようになっている。加熱制御手段61
は、自身の記憶手段（図示せず）に記憶されたプログラムの制御シーケンス上の機能とし
て、被調理物の調理加熱を制御する調理制御手段を備えており、ここでは炊飯時に前記鍋
11内の被調理物を炊飯加熱する炊飯制御手段70と、保温時に鍋11内のご飯を所定の保温温
度に保温加熱する保温制御手段71とをそれぞれ備えている。
【００４７】
　72は、加熱制御手段61からの制御信号を受けて、加熱コイル16に所定の高周波電流を供
給する高周波インバータ回路などを内蔵した加熱コイル駆動手段である。またこれとは別
に、加熱制御手段61の出力側には、加熱制御手段61からの制御信号を受けて、放熱板43や
内蓋47を加熱するように蓋ヒータ51を駆動させる蓋ヒータ駆動手段73と、加熱制御手段61
からの制御信号を受けてコードヒータ26をオンにするコードヒータ駆動手段74が各々設け
られる。前記炊飯制御手段70による炊飯時、および保温制御手段71による保温時には、鍋
温度センサ21と蓋温度センサ52からの各温度検出により、加熱コイル16による鍋11の底部
への加熱と、コードヒータ26による鍋11の側面への加熱と、蓋ヒータ51による蓋体31への
加熱が行なわれるように構成する。また、前記炊飯制御手段70による炊飯が終了し、鍋11
内の被調理物がご飯として炊き上がった後は、保温制御手段71による保温に自動的に移行
し、鍋温度センサ21の検知温度に基づき、加熱コイル11やコードヒータ26による鍋11への
加熱を調節することで、ご飯を所定の保温温度（約70℃～76℃）に保温するように構成し
ている。
【００４８】
　特に前記コードヒータ26による加熱について補足説明すると、炊飯後にご飯の温度が約
100℃から約73℃の保温温度に低下するまでと、約73℃の保温安定時に、コードヒータ26
を発熱させて、蓋体31と本体１との隙間の空間に金属板29から熱放射して、この隙間から
の外気の侵入による冷えを抑制すると共に、鍋11のフランジ部14を加熱する。また、保温
時にご飯を再加熱する期間にもコードヒータ26により鍋11のフランジ部14を加熱し、ご飯
の加熱により発生する水分が鍋11の内面上部に結露することを防止するように構成してい
る。
【００４９】
　次に、上記構成についてその作用を説明する。鍋11内に被炊飯物である米および水を入
れて、炊飯制御手段70による炊飯を開始すると、鍋温度センサ21による鍋11の底部の温度
検知に基づいて、加熱コイル16とコードヒータ26で鍋11の底部と側面部をそれぞれ加熱し
、鍋11内の水温を約45～60℃に15～20分間保持するひたし炊きが行なわれる。その後、加
熱コイル16により鍋11を強加熱し、被調理物への沸騰加熱を行なう。この沸騰加熱時に鍋
11の底部の温度が90℃以上になり、蓋体31の温度が90℃以上で安定したら、鍋11内が沸騰
状態になったものとして、それまでよりも加熱量を低減した沸騰継続加熱に移行する。な
お、蓋体31の温度が90℃以上で安定したことは、蓋温度センサ52からの検出温度の温度上
昇率により検知される。また、この沸騰検知において、鍋温度センサ21と蓋温度センサ52
とにより、鍋11の底部および蓋体31がいずれも90℃以上になったことを確認でき、完全に
鍋11内が沸騰したことを精度よく検知できる。
【００５０】
　また、前記鍋11の底部，鍋11の側面部または蓋体31のいずれかが120℃以上の通常では
あり得ない検知温度になったら、加熱制御手段61は何らかの異常があると判断して炊飯加
熱における加熱量を低減して全ての動作を停止する切状態にするか、後述するむらしに移
行するか、保温を行ない、異常加熱を防止する。逆に、前記鍋11の底部または蓋体31のい
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ずれかが90℃以上になって所定時間（例えば5分）経過しているのに、それ以外の鍋11の
底部または蓋体31のいずれかが90℃未満で低い状態の場合、この温度の低い状態の鍋温度
センサ21または蓋温度センサ52が、何らかの理由（汚れや傾きや接触不良など）で温度検
知精度が悪化していると判断し、同様に炊飯加熱における加熱量を低減して全ての動作を
停止する切状態にするか、むらしに移行するか、保温を行ない、これに対処する。
【００５１】
　沸騰継続に移行すると、炊飯制御手段70は蓋ヒータ51による蓋加熱を開始させる。ここ
での蓋加熱は、内蓋47の温度が100～110℃になるように、蓋温度センサ52の検知温度によ
り管理される。そして、鍋11の底部が所定の温度上昇を生じたら、炊き上げを検知して、
むらしに移行する。むらし中は蓋温度センサ52の検出温度による温度管理によって蓋ヒー
タ51を通断電し、内蓋47への露付きを防止すると共に、ご飯が焦げない程度に高温（98～
100℃）が保持されるように、鍋11の底部の温度を管理する。むらしは所定時間（15～20
分）続けられ、むらしが終了したら保温制御手段71による保温に移行する。
【００５２】
　保温になると、加熱コイル16にて鍋11の底部と側面下部を加熱すると共に、鍋11内に収
容するご飯の温度よりも僅かに高く、蓋ヒータ51により蓋体31の下面を加熱し、さらに鍋
11の側面をコードヒータ26でご飯が乾燥せず、かつ露が多量に付着しないように温度管理
する。鍋11内のご飯の温度は70～76℃に温度保持されるが、この保温時においても、鍋温
度センサ21や蓋温度センサ52が相互に異常に高かったり、あるいは異常に低かったりした
場合には、異常を検知してこの異常加熱を防止する。
【００５３】
　次に、本実施例の特徴部分における構成を、図１～図７に基づき詳しく説明する。これ
らの各図において、鍋11の上内側部（内面側の上部）には、鍋11の中心方向すなわち内方
に向かう凸部77を設けている。この凸部77は、鍋11のフランジ部14の下方に設けられる。
一方、前記蓋パッキン49は、本体１の鍋11を収納した状態で、蓋体31の閉塞時にフランジ
部14の上面に密着当接する耳部79と、前記凸部77の表面上側に密着当接する舌片80とを一
体的に形成している。舌片80は、図１に示す鍋11の非加圧状態では、その下端部80Ａが鍋
11の内側から逃げるように内方に湾曲しているが、図２に示す通常時における鍋11の加圧
状態では、鍋11内の圧力により弾性変形して、凸部77側に押し当てられるようになってい
る。これらの耳部79や舌片80は、蓋パッキン49の外周全体にわたって均一に形成される。
【００５４】
　鍋11の上側側部（外面側の上部）には、前記凸部77に対応して凹部81が設けられる。こ
の凹部81は、例えばクラッド材のような母材をプレス成形して得た鍋11のように、鍋11の
材厚が概ね一定となる加工法により形成されるものである。一方、鍋11を別なキャスト方
式（溶湯鍛造なども含む）で製造した場合には、鍋11の材厚を任意に変えることができる
ので、鍋11の外側上部に凹部81を設けない構成とすることもできる。この変形例について
は、後ほど詳述する。
【００５５】
　前記凸部77は、鍋11の外側上部全周にわたって環状に設けてよいが、好ましくは局部的
に凸部77を設けない部分があったり、突出量（凸量）の異なる部分が形成される。図７に
示すものは、鍋11の外側上部の一部に、凸部77と同じ高さに位置して、当該凸部77と凸量
の異なる領域を凸量変化部82として設けている。ここに示す凸量変化部82は、凸部77より
も突出量が少ないが、逆に凸部77よりも突出量を多く形成しても構わない。いずれにせよ
、凸部77とは別に、こうした凸量が異なる領域を鍋11の外側上部の一部に設けることが重
要となる。
【００５６】
　鍋11のフランジ部14には、好ましくは左右一対の把手84が外方に突出して設けられる。
この把手84は、本体１の鍋収容体９に対して鍋11を着脱しやすいように、使用者が手で掴
むのに適した形状を有している。円筒状の胴部をもつ鍋11は、鍋収容体９のどの方向に対
しても装着できるが、ここでの把手84は、本体１に対する鍋11の収納位置を規定する位置
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決め手段としても作用し、図７に示すように、ハンドル67の左右の基端67Ａに臨んで把手
84を配置することにより、前記凸量変化部82が本体１の後方にある蓋体31のヒンジ部32に
対向するようになっている。なお、位置決め手段としては、たとえば把手84の代わりに本
体１と鍋11にそれぞれ目印となる表示部を設け、双方の表示部を一致させる構成としても
よい。また、本体１に対する鍋11の回動を規制するために、把手84の形状に対応した凹部
や、把手84に当接する突起などを設けてもよい。
【００５７】
　次に、この蓋パッキン49の作用について、各図を参照しながら説明する。炊飯を行なう
場合には、把手84を持ちながら、この把手84がハンドル67の基端67Ａに対向するように、
蓋体31の開いた状態にある鍋収容体９に対して、被炊飯物を投入した鍋11を収納する。ま
た、内蓋47が蓋体31の下面より取り外されている場合は、予め内蓋47を蓋体31の下面に取
付けておく。内蓋47を装着した状態で、ヒンジ部32を回転中心として蓋体31を手前側に回
動すると、内蓋47の外周にあるフック部37がクランプ36を乗り越えて係合し、本体１に対
し蓋体31が閉じた状態に保持される。このとき図１に示すように、フランジ部14の上面に
蓋パッキン49の耳部79が密着当接すると共に、鍋11の上内側部にある凸部77の上側に、蓋
パッキン49の舌片80が密着当接し、蓋パッキン49を備えた内蓋47が鍋11の上面開口部を直
接塞ぐ。
【００５８】
　こうして炊飯を行なう準備が完了したら、次に操作パネル55を操作して炊飯を開始する
。加熱コイル16とコードヒータ26により鍋11内の被炊飯物を加熱すると、鍋11と内蓋47と
により閉塞された内部空間が加圧状態となり、鍋11の上面開口部に対向する内蓋47の表面
は均一に力を受けて、蓋体31を上方へ浮かせようとする。このとき蓋パッキン49も上方に
持ち上げられ、鍋11のフランジ部14から離れようとする動きが作用する。また、鍋11の上
内側部に当接する蓋パッキン49のシール部たる舌片80は、前記内部空間の加圧により放射
状の力が作用し、鍋11のフランジ部14に対して外側上部へと変形する。すなわち、図２に
示すように、蓋パッキン49の舌片80は放射状に働く力が作用して、その下端部80Ａが鍋11
の凸部77側に押し当てられる。
【００５９】
　ここで、前記内部空間の加圧状態が通常の範囲内であれば、図３に示すように蓋パッキ
ン49と鍋11の凸部77との密着は崩壊しない。これは、蓋体31あるいは蓋パッキン49と一体
となっている内蓋47が変形した時に、蓋パッキン49の舌片80が鍋11の凸部77を乗り越えよ
うとする力が、蓋パッキン49と凸部77との当接力よりも弱いためである。同様に、別な鍋
11の凸量変化部82においても、図５に示すように、蓋パッキン49の変形により、舌片80の
下端部80Ａが鍋11の凸量変化部82に押し当てられるが、蓋パッキン49の舌片80が鍋11の凸
量変化部82を乗り越えようとする力が、蓋パッキン49と凸量変化部82との当接力よりも弱
いので、蓋パッキン49と鍋11の凸量変化部82との密着は崩壊しない。したがって、通常の
加圧状態において、鍋11内は蓋パッキン49により密着状態を保ったまま、蒸気排出口であ
る蒸気口53から蓋体31の外部に蒸気が放出される。
【００６０】
　これに対して、例えば炊飯時に発生したオネバが、内蓋47に形成した蒸気通過用の開口
孔（蒸気排出口）に固着したり、或いは開口孔に異物が付着するなどして、当該開口孔が
閉塞すると、鍋11の内部は異常に加圧された状態となる。その時、蓋パッキン49は前述の
ように外側上部へと変形して、舌片80の下端部80Ａが鍋11の凸部77や凸量変化部82に押し
当てられる。蓋体31、或いは蓋パッキン49と一体になっている内蓋47は、通常の加圧状態
に比べて変形量が大きく、圧力は内蓋47をさらに放射状に加重するので、内蓋47や蓋体31
はより一層上部へ持ち上がる。そして、蓋パッキン49も同じく上部へ持ち上げられ、鍋11
とのシール領域が減少、或いはシールしなくなる。蓋パッキン49が鍋11をシールしなけれ
ば、そこで蓋パッキン49と鍋11との密着が容易に崩壊する。
【００６１】
　図４は、鍋11内の異常加圧状態において、蓋パッキン49と鍋11の凸部77との接触状態を
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示している。前述のように、蓋パッキン49と鍋11とのシール領域が減少することは、蓋パ
ッキン49と鍋11との接触面積が減少することを意味し、単位面積あたりの力が変わらない
場合には、蓋パッキン49と鍋11との当接力を減少させることに繋がる。図４に示す蓋パッ
キン49の舌片80と鍋11の凸部77との接触面積Ｓ２は、通常の加圧状態における舌片80と凸
部77との接触面積（図３のＳ１参照）よりも小さく、鍋11内の異常加圧状態において、凸
部77に対する蓋パッキン49の当接力が弱まっている。
【００６２】
　一方、図６は、同じ鍋11内の異常加圧状態において、蓋パッキン49と鍋11の凸量変化部
82との接触状態を示している。ここでは、凸部77よりも凸量の小さい凸量変化部82によっ
て、蓋パッキン49の舌片80が凸量変化部82を乗り越えようとする力が、舌片80と凸量変化
部82との当接面積を上回っており、蓋パッキン49と鍋11との密着がすでに崩壊している。
すなわち、蓋パッキン49に当接する鍋11の凸量の小さい領域（この場合は、凸量変化部82
）で、蓋パッキン49と鍋11との密着崩壊がより如実に起こることになる。勿論、凸部77よ
りも凸量の大きい凸量変化部82を形成すれば、鍋11の凸部77と蓋パッキン49との間から密
着の崩壊が発生する。そして、この蓋パッキン49と鍋11との密着が崩壊した部位から、鍋
11内の蒸気を含む被炊飯物を外に飛び出させる一方で、それ以外の蓋パッキン49と鍋11と
の密着が保たれている部位では、被炊飯物の飛び出しを防止できる。
【００６３】
　またこの実施例では、ハンドル67の左右の基端67Ａに把手84を合せるようにして、鍋11
を鍋収容体９に装着することで、本体１の後方にある蓋体31のヒンジ部32に、鍋11の凸量
変化部82が対向して配置される。そのため、把手84をハンドル67の基端67Ａに向けて鍋11
を収納すれば、鍋11内の異常加圧状態に、被炊飯物を本体１の後方に限定して飛び出させ
ることができ、安全性が高まる。また、特に本体１の後方には壁状に形成されたヒンジ部
32があって、このヒンジ部32が鍋11から外に飛び出した被炊飯物の飛び散り防止部として
作用するので、本体１外への被炊飯物の飛び散りを確実に防止できる。
【００６４】
　以上のように本実施例では、有底状の容器としての鍋11と、鍋11を収納する本体１と、
鍋11の開口部を覆う内蓋47を含めた蓋体31と、鍋11を加熱する加熱手段としての加熱コイ
ル16やコードヒータ26を備え、蓋体31には鍋11をシールするシール体たる蓋パッキン49を
備えた炊飯器において、鍋11の内側部に蓋パッキン49をシールさせるように舌片80を形成
すると共に、鍋11の例えば上内側部に、この鍋11の内方中心に向かう突出した凸部77を設
け、前記舌片80が当接する凸部77に、凸量が異なる部分として凸量変化部82を形成してい
る。
【００６５】
　この場合、加熱コイル16やコードヒータ26により鍋11を加熱して、鍋11の内部を加圧す
ると、蓋パッキン49の舌片80が鍋11の凸部77や凸量変化部82に押し当てられ、鍋11と蓋体
31との間を蓋パッキン49によりシール保持することが可能になる。このとき、鍋11の凸量
が他よりも小さい部分（凸量変化部82）では、鍋11内の異常加圧時に、蓋パッキン49と鍋
11との当接力よりも、蓋パッキン49が鍋11を乗り越えて変形しようとする力がより大きく
作用し、結果的にこの部分でのみ蓋パッキン49と鍋11との密着が容易に崩壊する。そのた
め、内蓋47に設けた蒸気排出口がつまるなどして、鍋11の内部が異常に加圧された状態に
陥っても、鍋11内の蒸気などを含む被炊飯物の外部への飛び出し方向を指定でき、安全性
の高い炊飯器を提供できる。
【００６６】
　ところで、有底筒状の鍋11は、本体１に対して360°のどの位置でも着脱できる。その
ため、無造作に鍋11を本体１に入れられると、上述した被炊飯物の外部への飛び出し方向
がどこになるのかが特定されず、好ましくない方向から被炊飯物が飛び出す虞れもある。
【００６７】
　そのため本実施例では、例えば本体１に対する鍋11の収納位置を規定する位置決め手段
として、鍋11に把手84を設けている。この場合、鍋11を本体１に対してある一定の位置で
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しか収納できないように、目印となる把手84を設けることで、鍋11内の異常加圧状態にお
いて、鍋11から蒸気などの被炊飯物が飛び出す方向を予め特定でき、炊飯器としての安全
性をより高めることができる。
【００６８】
　さらに、本実施例の把手84は、鍋11の凸量の小さい部分（凸量変化部82）を本体１の後
方に位置させるように設けられている。こうすれば、鍋11内の異常加圧状態において、鍋
11から蒸気などの被炊飯物が飛び出す方向である鍋11の凸量の小さい部分を、把手84によ
り使用者が比較的その近傍にいることが少ない本体１の後方に向けることができる。その
ため、蒸気などの被炊飯物が飛び散って使用者に触れたり、他の電気製品などに当たるこ
とを抑制できる。
【００６９】
　また、本体１と蓋体31の後方にシャフト33を備えたヒンジ部32を設け、このヒンジ部32
は、シャフト33により本体１と蓋体31とを軸支して、本体１に対し蓋体31を開閉自在にす
るものであり、凸量の小さい部分（凸量変化部82）をヒンジ部32に位置させるように、位
置決め手段としての把手84を設けることで、鍋11の凸量の小さい部分から飛び出した蒸気
などの被炊飯物を、本体１と蓋体31の後方に設けたヒンジ部32で受け止めることが可能に
なる。そのため、蒸気などの被炊飯物が飛び散って使用者に触れたり、他の電気製品など
に当たることを確実に防止できる。
【実施例２】
【００７０】
　次に、本発明の第２実施例を図８の要部拡大断面図に基づき説明する。なお、以下に記
す各実施例において、鍋11以外の構成は上記第１実施例と共通であるので、その部分の詳
しい説明は極力省略する。
【００７１】
　本実施例の鍋11は、第１実施例と同様にフランジ部14の下方に位置して、その上内側部
に凸部77と凸量変化部82を設けているが、凸部77に対応する鍋11の上側側部（外面側の上
部）は、なだらかな平坦面状のゴム当接部86が全周にわたって形成されており、第１実施
例のような鍋11の内面に向かう凹部81は設けられていない。このような鍋11の形状は、キ
ャスト方式（溶湯鍛造なども含む）による製造方法で容易に実現できる。そして、鍋11を
鍋収容体９に収納すると、前述の回り止めゴム18の先端がゴム当接部86に弾性変形しなが
ら当接する構成となっている。
【００７２】
　鍋11内に被炊飯物を加熱したときの作用は、第１実施例で説明したとおりであるが、第
１実施例では加工上、鍋11の外面部に凹部81が形成されてしまうので、凹部81にゴミや汚
れが溜まって清掃性が低下する懸念を生じる。また炊飯終了後は、鍋11を鍋収容体９に収
納したまま、炊き上がったご飯をほぐしたり、茶碗にご飯を盛ったりすることが殆どであ
り、その場合に鍋11が回転しないように、本体１には鍋11の外側面に押し当たる回り止め
ゴム18を設けている。ところが、第１実施例のような凹部81が鍋11の外側面に形成されて
いると、凹部81に回り止めゴム18が入り込んだりして、鍋11の回り止めが不十分になる。
また、このような事態を避けるために、回り止めゴム18の突出量（鍋11への押し当て量）
を増やすと、回り止めゴム18が切れたり、材料の増加に伴うコスト上昇を招く。
【００７３】
　その点、本実施例では鍋11の外側面に凹部81を設けずに、平坦面状のゴム当接部86を設
けているので、ゴム当接部86にゴミや汚れが溜まる虞れはない。すなわち、容器である鍋
11の外側に、この鍋11の内面に向かう凹部81を設けない構成とすることで、鍋11の外側に
対してゴミや汚れを溜まりにくくすることができ、清掃性の向上を図ることができる。
【００７４】
　また、鍋11のフランジ部14を載置する載置部として、本体１の上枠２の上面部にフラン
ジヒータ30を取付け、このフランジヒータ30と上枠２の上面部との間に回り止めゴム18を
設けているので、当該回り止めゴム18が鍋11の外側面に形成した凹みのないゴム当接部86
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を押し当てて、鍋11に対して十分な回り止め作用をもたらすことができる。つまりここで
は、鍋11はその上部開口部から外方に延びるフランジとしてのフランジ部14を有しており
、このフランジ部14の載置部となるフランジヒータ30を本体１に取付け、フランジヒータ
30と本体１との間に、鍋11に当接する回り止め部材としての回り止めゴム18を設けている
。そのため、鍋11に形成したフランジ部14を載置するフランジヒータ30と本体１との間に
設けた回り止めゴム18が、鍋11の上側側部で凹部81に入り込むことがなく、回り止めゴム
18の突出量を増やさずに、鍋11を十分に回り止めすることができ、コスト上昇を回避しつ
つ、使い勝手のよい炊飯器を提供できる。
【００７５】
　さらに本実施例では、載置部としてのフランジヒータ30に鍋11のフランジ部14を加熱す
る手段（コードヒータ26）を設けている。こうすると、炊飯時に冷えやすい鍋11のフラン
ジ部14をコードヒータ26により加熱でき、鍋11全体を均一に加熱して、炊飯性能や保温性
能を向上させることができる。
【実施例３】
【００７６】
　次に、本発明の第３実施例を図９～図１３に基づき説明する。これらの各図において、
本実施例では鍋11の上内側部に外方に向かう凹部91が、フランジ部14の下方に位置して設
けられると共に、この凹部91に対応して、鍋11の上側側部に凸部96が設けられる。凸部96
は第１実施例と同じく、例えばクラッド材のような母材をプレス成形して得た鍋11のよう
に、鍋11の材厚が概ね一定となる加工法により形成される。
【００７７】
　前記凹部91は、鍋11の外側上部全周にわたって環状に設けてよいが、好ましくは局部的
に凹部91を設けない部分があったり、凹み量の異なる部分が形成される。ここでは図１２
に示すように、鍋11の外側上部の一部に、凹部91と同じ高さに位置して、当該凹部91と凹
み量の異なる領域を凹み量変化部92として設けている。ここに示す凹み量変化部92は、凹
部91よりも凹み量が少ないが、逆に凹部91よりも凹み量を多く形成しても構わない。いず
れにせよ、凹部91とは別に、こうした凹み量が異なる領域を鍋11の外側上部の一部に設け
ることが重要となる。
【００７８】
　また、円筒状の胴部をもつ鍋11は、鍋収容体９のどの方向に対しても装着できるが、こ
こでの把手84は、本体１に対する鍋11の収納位置を規定する位置決め手段としても作用し
、図１３に示すように、ハンドル67の左右の基端67Ａに臨んで把手84を配置することによ
り、前記凹み量変化部92が本体１の後方にある蓋体31のヒンジ部32に対向するようになっ
ている。
【００７９】
　そして本実施例では、内蓋47の外周にあるフック部37とクランプ36との係合により、本
体１に対し蓋体31が閉じた状態に保持されると、図９に示すように、フランジ部14の上面
に蓋パッキン49の耳部79が密着当接すると共に、鍋11の上内側部にある凹部91の内方に、
蓋パッキン49の舌片80が対向配置され、蓋パッキン49を備えた内蓋47が鍋11の上面開口部
を直接塞ぐ。
【００８０】
　次に、炊飯開始に伴い、加熱コイル16とコードヒータ26により鍋11内の被炊飯物を加熱
すると、鍋11と内蓋47とにより閉塞された内部空間が加圧状態となる。ここでは図１０に
示すように、蓋パッキン49の舌片80に放射状に働く力が作用して、その下端部80Ａが鍋11
の凹部91側に押し当てられる。ここで、前記内部空間の加圧状態が通常の範囲内であれば
、図１１に示すように蓋パッキン49と鍋11の凹部91との密着は崩壊しない。これは、蓋体
31あるいは内蓋47が変形した時に、蓋パッキン49の舌片80が鍋11の凹部91を乗り越えよう
とする力が、蓋パッキン49と凹部91との当接力よりも弱いためである。同様に、別な鍋11
の凹み量変化部92においても、蓋パッキン49の変形により、舌片80の下端部80Ａが鍋11の
凹み量変化部92に押し当てられるが（図５参照）、蓋パッキン49の舌片80が鍋11の凹み量
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変化部92を乗り越えようとする力が、蓋パッキン49と凹み量変化部92との当接力よりも弱
いので、蓋パッキン49と鍋11の凹み量変化部92との密着は崩壊しない。したがって、通常
の加圧状態において、鍋11内は蓋パッキン49により密着状態を保ったまま、蒸気排出口で
ある蒸気口53から蓋体31の外部に蒸気が放出される。
【００８１】
　一方、内蓋47に形成した蒸気通過用の開口孔が閉塞して、鍋11の内部が異常加圧状態に
陥ると、蓋パッキン49は前述のように外側上部へと変形して、舌片80の下端部80Ａが鍋11
の凹部91や凹み量変化部92に押し当てられる。このとき、蓋体31或いは内蓋47は、通常の
加圧状態に比べて変形量が大きくなり、内蓋47や蓋体31はより一層上部へ持ち上がる。そ
して、蓋パッキン49も同じく上部へ持ち上げられ、鍋11とのシール領域が減少、或いはシ
ールしなくなる。蓋パッキン49が鍋11をシールしなければ、そこで蓋パッキン49と鍋11と
の密着が容易に崩壊する。
【００８２】
　図１２は、鍋11内の異常加圧状態において、蓋パッキン49と鍋11の凹部91との接触状態
を示しているが、蓋パッキン49と鍋11とのシール領域が減少することは、蓋パッキン49と
鍋11との接触面積が減少することを意味し、単位面積あたりの力が変わらない場合には、
蓋パッキン49と鍋11との当接力を減少させることに繋がる。図１２に示す蓋パッキン49の
舌片80と鍋11の凹部91との接触面積Ｓ２は、通常の加圧状態における舌片80と凹部91との
接触面積（図１１のＳ１参照）よりも小さく、鍋11内の異常加圧状態において、凹部91に
対する蓋パッキン49の当接力が弱まっている。
【００８３】
　これに対して、凹部91よりも凹み量の小さい凹み量変化部92では、蓋パッキン49の舌片
80が凹み量変化部92を乗り越えようとする力が、舌片80と凹み量変化部92との当接面積を
上回っており、蓋パッキン49と鍋11との密着がすでに崩壊している。すなわち、蓋パッキ
ン49に当接する鍋11の凹み量の小さい領域（この場合は、凹み量変化部92）で、蓋パッキ
ン49と鍋11との密着崩壊がより如実に起こることになる。勿論、凹部91よりも凹み量の大
きい凹み量変化部92を形成すれば、鍋11の凹部91と蓋パッキン49との間から密着の崩壊が
発生する。そして、この蓋パッキン49と鍋11との密着が崩壊した部位から、鍋11内の蒸気
を含む被炊飯物を外に飛び出させる一方で、それ以外の蓋パッキン49と鍋11との密着が保
たれている部位では、被炊飯物の飛び出しを防止できる。
【００８４】
　またこの実施例では、ハンドル67の基端67Ａに把手84を合せるようにして、鍋11を鍋収
容体９に装着することで、本体１の後方にある蓋体31のヒンジ部32に、鍋11の凹み量変化
部92が対向して配置される。そのため、把手84をハンドル67の基端67Ａに向けて鍋11を収
納すれば、鍋11内の異常加圧状態に、被炊飯物を本体１の後方に限定して飛び出させるこ
とができ、安全性が高まる。また、本体１の後方には壁状に形成されたヒンジ部32があっ
て、このヒンジ部32が鍋11から外に飛び出した被炊飯物の飛び散り防止部として作用する
ので、本体１外への被炊飯物の飛び散りを確実に防止できる。
【００８５】
　以上のように本実施例でも、鍋11の内側部に蓋パッキン49をシールさせるように舌片80
を形成すると共に、鍋11の上内側部に、この鍋11の放射方向外方へと向かう凹部91を設け
、前記舌片80が当接する凹部91に、凹み量が異なる部分として凹み量変化部92を形成して
いる。
【００８６】
　この場合、加熱コイル16やコードヒータ26により鍋11を加熱して、鍋11の内部を加圧す
ると、蓋パッキン49の舌片80が鍋11の凹部91や凹み量変化部92に押し当てられ、鍋11と蓋
体31との間を蓋パッキン49によりシール保持することが可能になる。このとき、鍋11の凹
み量が他よりも小さい部分（凹み量変化部92）では、鍋11内の異常加圧時に、蓋パッキン
49と鍋11との当接力よりも、蓋パッキン49が鍋11を乗り越えて変形しようとする力がより
大きく作用し、結果的にこの部分でのみ蓋パッキン49と鍋11との密着が容易に崩壊する。
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そのため、鍋11の内部が異常に加圧された状態に陥っても、鍋11内の蒸気などを含む被炊
飯物の外部への飛び出し方向を指定でき、安全性の高い炊飯器を提供できる。
【００８７】
　また本実施例では、本体１に対する鍋11の収納位置を規定する位置決め手段として、鍋
11に把手84を設けている。この場合、鍋11を本体１に対してある一定の位置でしか収納で
きないように、目印となる把手84を設けることで、鍋11内の異常加圧状態において、鍋11
から蒸気などの被炊飯物が飛び出す方向を予め特定でき、炊飯器としての安全性をより高
めることができる。
【００８８】
　さらに、本実施例の把手84は、鍋11の凹み量の小さい部分（凹み量変化部92）を本体１
の後方に位置させるように設けられている。こうすれば、鍋11内の異常加圧状態において
、鍋11から蒸気などの被炊飯物が飛び出す方向である鍋11の凹み量の小さい部分を、把手
84により使用者が比較的その近傍にいることが少ない本体１の後方に向けることができる
。そのため、蒸気などの被炊飯物が飛び散って使用者に触れたり、他の電気製品などに当
たることを抑制できる。
【００８９】
　また、本体１と蓋体31の後方にシャフト33を備えたヒンジ部32を設け、このヒンジ部32
は、シャフト33により本体１と蓋体31とを軸支して、本体１に対し蓋体31を開閉自在にす
るものであり、凹み量の小さい部分（凹み量変化部92）をヒンジ部32に位置させるように
、位置決め手段としての把手84を設けることで、鍋11の凹み量の小さい部分から飛び出し
た蒸気などの被炊飯物を、本体１と蓋体31の後方に設けたヒンジ部32で受け止めることが
可能になる。そのため、蒸気などの被炊飯物が飛び散って使用者に触れたり、他の電気製
品などに当たることを確実に防止できる。
【実施例４】
【００９０】
　次に、本発明の第４実施例を図１４の要部拡大断面図に基づき説明する。本実施例の鍋
11は、第３実施例と同様にフランジ部14の下方に位置して、その上内側部に凹部91と凹み
量変化部92を設けているが、凹部91に対応する鍋11の上側側部（外面側の上部）は、なだ
らかな平坦面状のゴム当接部86が全周にわたって形成されており、第３実施例のような鍋
11の外方に突出する凸部96は設けられていない。このような材厚の異なる鍋11の形状は、
キャスト方式（溶湯鍛造なども含む）による製造方法で容易に実現できる。そして、鍋11
を鍋収容体９に収納すると、前述の回り止めゴム18の先端がゴム当接部86に弾性変形しな
がら当接する構成となっている。
【００９１】
　鍋11内に被炊飯物を加熱したときの作用は、第３実施例で説明したとおりであるが、第
３実施例では加工上、鍋11の外面部に凸部96が形成されてしまうので、この凸部96にゴミ
や汚れが溜まって清掃性が低下する懸念を生じる。その点、本実施例では鍋11の外側面に
凸部96を設けずに、平坦面状のゴム当接部86を設けているので、ゴム当接部86にゴミや汚
れが溜まる虞れはない。すなわち、容器である鍋11の外側に、この鍋11の外方に突出する
凸部96を設けない構成とすることで、鍋11の上側側部に対してゴミや汚れを溜まりにくく
することができ、清掃性の向上を図ることができる。
【００９２】
　また、本実施例および上記第３実施例に共通して、鍋11のフランジ部14を載置する載置
部として、本体１の上枠２の上面部にフランジヒータ30を取付け、このフランジヒータ30
と上枠２の上面部との間に回り止めゴム18を設けているので、当該回り止めゴム18が鍋11
の外側面に形成した凹みのないゴム当接部86を押し当てて、鍋11に対して十分な回り止め
作用をもたらすことができる。つまりここでは、鍋11はその上部開口部から外方に延びる
フランジとしてのフランジ部14を有しており、このフランジ部14の載置部となるフランジ
ヒータ30を本体１に取付け、フランジヒータ30と本体１との間に、鍋11に当接する回り止
め部材としての回り止めゴム18を設けている。そのため、鍋11を十分に回り止めすること
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ができ、使い勝手のよい炊飯器を提供できる。また、回り止めゴム18が大きくなることを
抑制でき、安価な炊飯器を提供できる。
【００９３】
　さらに本実施例や第３実施例では、載置部としてのフランジヒータ30に鍋11のフランジ
部14を加熱する手段（コードヒータ26）を設けている。こうすると、炊飯時に冷えやすい
鍋11のフランジ部14をコードヒータ26により加熱でき、鍋11全体を均一に加熱して、炊飯
性能や保温性能を向上させることができる。また、鍋11の凹部91に対向する位置に、鍋11
の側部を加熱する鍋側部加熱手段を、フランジヒータ30に代わって設けてもよい。この場
合も、炊飯時に冷えやすい鍋11の凹部91周辺を鍋側部加熱手段により加熱でき、鍋11全体
を均一に加熱して、炊飯性能や保温性能を向上させることができる。
【００９４】
　なお、本発明は上記各実施例に限定されるものではなく、本発明の趣旨を逸脱しない範
囲で適宜変更が可能である。
【図面の簡単な説明】
【００９５】
【図１】本発明の第１実施例における凸部周辺の要部断面図である。
【図２】同上、加圧時における凸部周辺の蓋パッキンの様子を示す要部断面図である。
【図３】同上、通常時における凸部周辺の様子を示す要部断面図である。
【図４】同上、異常時における凸部周辺の様子を示す要部断面図である。
【図５】同上、通常時における凸量変化部周辺の様子を示す要部断面図である。
【図６】同上、異常時における凸量変化部周辺の様子を示す要部断面図である。
【図７】同上、鍋収容体に鍋を収容し、蓋体を開けたときの要部平面図である。
【図８】本発明の第２実施例における凸部周辺の要部断面図である。
【図９】本発明の第３実施例における凸部周辺の要部断面図である。
【図１０】同上、加圧時における凸部周辺の蓋パッキンの様子を示す要部断面図である。
【図１１】同上、通常時における凸部周辺の様子を示す要部断面図である。
【図１２】同上、異常時における凸部周辺の様子を示す要部断面図である。
【図１３】同上、鍋収容体に鍋を収容し、蓋体を開けたときの要部平面図である。
【図１４】本発明の第４実施例における凹部周辺の要部断面図である。
【図１５】本発明の各実施例に共通する炊飯器の構成を示す全体縦断面図である。
【図１６】同上、電気的構成を示すブロック図である。
【符号の説明】
【００９６】
　１　本体
　11　鍋（容器）
　14　フランジ部（フランジ）
　18　回り止めゴム（回り止め部材）
　26　コードヒータ（フランジを加熱する手段）
　30　フランジヒータ（載置部）
　31　蓋体
　32　ヒンジ部
　33　シャフト（回転軸）
　49　蓋パッキン（シール体）
　77　凸部
　81　凹部
　82　凸量変化部（凸量の異なる部分）
　84　把手（位置決め手段）
　91　凹部
　92　凹み量変化部（凹み量の異なる部分）
　96　凸部
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